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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期 
第２四半期 
連結累計期間

第58期 
第２四半期 
連結会計期間

第57期

会計期間 自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日

売上高 (千円) 12,037,442 5,748,998 24,359,847 

経常利益 (千円) 1,902,128 787,875 4,772,338 

四半期(当期)純利益 (千円) 1,131,656 461,977 2,838,194 

純資産額 (千円) ― 17,798,771 17,198,612 

総資産額 (千円) ― 26,596,846 26,383,761 

１株当たり純資産額 (円) ― 1,148.36 1,103.21 

１株当たり四半期(当期) 
純利益 (円) 72.89 29.81 179.85 

潜在株式調整後１株当た 
り四半期(当期)純利益 (円) ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) ― 66.9 65.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 1,893,135 ― 3,197,656 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △ 683,641 ― △ 4,009,009 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △ 1,350,499 ― 169,987 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (千円) ― 2,398,901 2,539,888 

従業員数 (名) ― 568 538 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社における状況 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の( )内には、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しており
ます。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の( )内には、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しておりま
す。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 568 
(195) 

従業員数(名) 492 
(123) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 
当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  
(2) 受注状況 
当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

部 門
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

生産高(千円)

溶射加工 4,775,181 

半導体・液晶製造用部品への加工 1,609,884 

産業機械用部品への加工 1,023,103 

鉄鋼用設備部品への加工 866,132 

その他 1,276,062 

ＴＤ処理加工 213,139 

ＺＡＣコーティング加工 159,880 

ＰＴＡ処理加工 126,961 

ＰＶＤ処理加工 473,835 

合 計 5,748,998 

部 門
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

(平成20年９月30日) 
当第２四半期連結会計期間末

受注高(千円) 受注残高(千円)

溶射加工 5,141,281 2,001,363 

半導体・液晶製造用部品への加工 1,756,446 641,159 

産業機械用部品への加工 1,116,763 335,857 

鉄鋼用設備部品への加工 950,938 605,926 

その他 1,317,133 418,420 

ＴＤ処理加工 213,816 31,117 

ＺＡＣコーティング加工 177,480 94,589 

ＰＴＡ処理加工 174,488 129,037 

ＰＶＤ処理加工 469,363 19,803 

合 計 6,176,430 2,275,911 
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(3) 販売実績 
当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

   
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

部 門
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円)

溶射加工 4,775,181 

半導体・液晶製造用部品への加工 1,609,884 

産業機械用部品への加工 1,023,103 

鉄鋼用設備部品への加工 866,132 

その他 1,276,062 

ＴＤ処理加工 213,139 

ＺＡＣコーティング加工 159,880 

ＰＴＡ処理加工 126,961 

ＰＶＤ処理加工 473,835 

合 計 5,748,998 

相手先
当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

東京エレクトロンＡＴ㈱ 928,232 16.1 

２ 【経営上の重要な契約等】

3433/2009年-5-



  
文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が
判断したものであります。 
  
(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)における当社グループを取

り巻く経済環境は、世界的な原油価格や原材料の市況の高騰と米国に端を発した世界の金融市場の混乱

を受けた景気の減速により厳しさを増しております。その中にあって、当社の主要部門である半導体・

液晶製造装置業界では、業績の低迷から内外の半導体メーカーが設備投資を昨年に続き抑制しているこ

とから、需要が停滞しております。 

このような状況のもと、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は57億48百万円と

なりました。溶射加工部門では、半導体・液晶分野における液晶関連需要が増加傾向にあるものの、半

導体関連は依然として停滞し、その他の分野も伸び悩んでいることから、当部門の売上高は47億75百万

円となりました。また、溶射加工以外の周辺加工部門の売上高は、ＰＶＤ処理加工が堅調に推移したも

のの、ＴＤ・ＺＡＣ・ＰＴＡ処理加工が伸び悩み、全体で９億73百万円となりました。 

また、収益面につきましては、半導体関連を中心とした溶射加工の売上減少、これまでの高水準の設

備投資や平成20年度税制改正を契機とした有形固定資産の耐用年数見直しの影響(機械装置の減価償却

期間の短縮)による減価償却費の負担増などにより、営業利益は７億70百万円、経常利益は７億87百万

円、四半期純利益は４億61百万円となっております。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は265億96百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億

13百万円増加いたしました。これは主に、耐用年数の見直しに伴う減価償却期間の短縮による機械装置

の減少などで固定資産が２億12百万円減少した反面、受取手形及び売掛金の増加などにより流動資産が

４億26百万円増加したことによるものであります。 

一方、負債は87億98百万円と前連結会計年度末比３億87百万円減少いたしました。これは主に、長期

借入金や退職給付引当金の減少とリース債務の増加によって固定負債が24百万円増加した反面、短期借

入金の返済などで流動負債が４億11百万円減少したことによるものであります。 

また、純資産は177億98百万円と前連結会計年度末比６億円増加いたしました。これは主に、利益剰

余金が７億80百万円増加した一方で、市場買付等により自己株式が１億66百万円増加したことによるも

のであります。この結果、当第２四半期連結会計期間末の１株当たり純資産は1,148円36銭(前連結会計

年度末比45円15銭の増加)、自己資本比率は66.9％(前連結会計年度末比1.7パーセントポイントの上昇)

となりました。 

  

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第１四半期連結

会計期間末に比べ14百万円増加し、23億98百万円となりました。なお、当第２四半期連結会計期間にお

ける各活動別のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間において、営業活動による資金の増加は９億44百万円となりました。収

入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益７億84百万円、減価償却費５億83百万円、賞与引当金の

増加額２億89百万円であり、支出の主な内訳は、未払費用の減少額６億23百万円であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間において、投資活動による資金の減少は２億57百万円となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出２億60百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間において、財務活動による資金の減少は６億71百万円となりました。支

出の主な内訳は、短期借入金の純減少額５億円、長期借入金の返済による支出１億６百万円でありま

す。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は197,516千円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は以下のとおりでありま

す。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

[会社名]

事業所名
(所在地)

部門名 設備の内容
投資予定額(千円)

資金調達方法 着手年月 完了予定 
年月

完成後の 
増加能力

総額 既支払額

[日本コーティングセ
ンター㈱] 

小牧工場(仮称) 
(愛知県小牧市) 

ＰＶＤ処理加工 工場の新設 530,000 ─ 自己資金 
及び借入金

平成21年 
１月 

平成21年 
７月 

生産能力 
約20％増
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,960,000 

計 40,960,000 

種類
第２四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成20年９月30日)

提出日現在発行数(株) 
(平成20年11月12日)

上場金融商品取引所名又は 
登録認可金融商品取引業協会名 内容

普通株式 15,800,000 15,800,000 東京証券取引所 
(市場第一部) ─

計 15,800,000 15,800,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
 

(千円)

資本金残高 
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成20年９月30日 ─ 15,800,000 ─ 2,658,823 ─ 2,292,454 
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(5) 【大株主の状況】 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数として当社が把握しているものは次のとおりでありま

す。 

 
２  みずほ信託銀行株式会社、みずほ投信投資顧問株式会社の２社による連名の大量保有報告書(変更報告書)
が平成20年６月６日付で提出され、平成20年５月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けてお
りますが、当社としては当第２四半期会計期間末における所有株式数の確認ができませんので、上記「大株
主の状況」では考慮しておりません。 

   なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。 

 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

ノーザントラストカンパニーエ
イブイエフシーサブアカウント
アメリカンクライアント 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

50 BANK STREET CANARY WHART  
LONDON E14 5NT UK 
  
(東京都中央区日本橋３－11－１) 

1,271 8.04 

トーカロ従業員持株会 神戸市東灘区深江北町４－13－４ 895 5.66 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－11 894 5.66 

中 平  晃 兵庫県芦屋市 881 5.57 

ジェーピーエムシービーオムニ
バスユーエスペンショントリー
ティージャスデック380052 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室) 

270 PARK AVENUE, NEW YORK,  
NY 10017, U.S.A. 
  
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

742 4.70 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－11－３ 690 4.37 

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,  
U.K 
(東京都港区六本木６－10－１) 

568 3.59 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４Ｇ) 

東京都中央区晴海１－８－11 564 3.57 

資産管理サービス信託銀行株式
会社(年金信託口) 

東京都中央区晴海１－８－12 531 3.36 

廣 瀬 眞理子 兵庫県伊丹市 434 2.74 

計 ― 7,474 47.30 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 870千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 682千株
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４Ｇ) 564千株
資産管理サービス信託銀行株式会社(年金信託口) 531千株

 

 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 904 5.73 

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 106 0.67 

計 1,011 6.40 
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３  メイソン・ヒル・アドバイザーズ・エルエルシーによる大量保有報告書(変更報告書)が平成20年５月22日
付で提出され、平成20年４月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社とし
ては当第２四半期会計期間末における所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮
しておりません。 

   なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。 

 
４  キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー、キャピタル・インターナショナル・リミテッド、キ
ャピタル・インターナショナル・インク、キャピタル・インターナショナル・エス・エイの４社による連名
の大量保有報告書(変更報告書)が平成20年３月６日付で提出され、平成20年２月29日現在で以下の株式を所
有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当第２四半期会計期間末における所有株式数の確認
ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

   なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 単元未満株式数には当社所有の自己株式68株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,400株(議決権44個)含ま
れております。 

  

 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

メイソン・ヒル・アドバイザー
ズ・エルエルシー 

623Fifth Avenue, 27th Floor,  
New York, NY 10022 

1,004 6.36 
 

 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

キャピタル・ガーディアン・トラ
スト・カンパニー 

333 South Hope Street,  
Los Angeles, California, U.S.A. 

1,210 7.66 

キャピタル・インターナショナ
ル・リミテッド 

40 Grosvenor Place,  
London SW1X 7GG, England 

77 0.49 

キャピタル・インターナショナ
ル・インク 

11100  Santa  Monica  Boulevard, 
15th Fl., Los Angeles, CA 90025, 
U.S.A. 

30 0.19 

キャピタル・インターナショナ
ル・エス・エイ 

3 Place des Bergues,  
1201 Geneva, Switzerland 

88 0.56 

計 1,407 8.91 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) 

 
普通株式 300,600 ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 15,497,700 154,977 ―

単元未満株式  普通株式 1,700 ― ―

発行済株式総数 15,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 154,977 ―
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② 【自己株式等】 
平成20年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
トーカロ株式会社 

神戸市東灘区深江北町 
４－13－４ 300,600 ― 300,600 1.90 

計 ― 300,600 ― 300,600 1.90 

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 

４月

 

５月

 

６月

 

７月

 

８月

 

９月

最高(円) 1,720 1,988 2,070 1,903 1,830 1,669 

最低(円) 1,433 1,503 1,630 1,629 1,518 1,172 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日 内閣府令第50号)附則第７条第１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 2,398,901 2,539,888 
受取手形及び売掛金 8,108,460 7,585,361 
仕掛品 493,405 584,163 
原材料及び貯蔵品 946,644 899,877 
その他 507,587 423,156 
貸倒引当金 △5,000 △8,490 

流動資産合計 12,449,999 12,023,956 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） ※１  4,816,059 ※１  4,994,239 

機械装置及び運搬具（純額） ※１  3,932,861 ※１  4,215,956 

土地 2,978,283 2,978,283 
その他（純額） ※１  727,504 ※１  324,555 

有形固定資産合計 12,454,708 12,513,034 
無形固定資産   
のれん 98,226 147,339 
その他 387,557 402,948 
無形固定資産合計 485,783 550,288 

投資その他の資産 1,206,354 1,296,481 
固定資産合計 14,146,847 14,359,804 

資産合計 26,596,846 26,383,761 
負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 2,803,373 2,701,496 
短期借入金 ※３  200,000 ※３  800,000 

1年内返済予定の長期借入金 426,400 426,400 
未払法人税等 773,677 557,350 
賞与引当金 581,270 569,820 
その他 1,924,020 2,065,556 
流動負債合計 6,708,742 7,120,623 

固定負債   
長期借入金 695,400 908,600 
退職給付引当金 757,267 918,160 
その他 636,665 237,764 
固定負債合計 2,089,332 2,064,524 

負債合計 8,798,075 9,185,148 

3433/2009年-14-



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 2,658,823 2,658,823 
資本剰余金 2,293,504 2,293,504 
利益剰余金 13,361,428 12,580,536 
自己株式 △531,922 △364,967 

株主資本合計 17,781,833 17,167,896 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 16,937 30,716 
評価・換算差額等合計 16,937 30,716 

純資産合計 17,798,771 17,198,612 

負債純資産合計 26,596,846 26,383,761 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 12,037,442 
売上原価 8,246,012 
売上総利益 3,791,430 
販売費及び一般管理費  
荷造運搬費 137,857 
役員報酬 114,780 
人件費 612,144 
賞与引当金繰入額 185,767 
退職給付引当金繰入額 18,719 
旅費交通費及び通信費 134,521 
減価償却費 25,319 
のれん償却額 49,113 
研究開発費 335,314 
その他 310,909 
販売費及び一般管理費合計 1,924,447 

営業利益 1,866,983 

営業外収益  
受取利息及び配当金 3,834 
受取ロイヤリティー 10,075 
受取技術料 8,881 
スクラップ売却益 22,345 
その他 9,118 
営業外収益合計 54,255 

営業外費用  
支払利息 11,578 
支払手数料 4,765 
その他 2,767 
営業外費用合計 19,110 

経常利益 1,902,128 

特別利益  
貸倒引当金戻入額 3,490 
特別利益合計 3,490 

特別損失  
固定資産除売却損 8,143 
特別損失合計 8,143 

税金等調整前四半期純利益 1,897,474 
法人税、住民税及び事業税 737,175 
法人税等調整額 28,642 
法人税等合計 765,818 

四半期純利益 1,131,656 
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【第２四半期連結会計期間】 
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 5,748,998 
売上原価 4,002,725 
売上総利益 1,746,273 
販売費及び一般管理費  
荷造運搬費 70,939 
役員報酬 59,412 
人件費 300,545 
賞与引当金繰入額 93,512 
退職給付引当金繰入額 9,272 
旅費交通費及び通信費 67,615 
減価償却費 10,799 
のれん償却額 24,556 
研究開発費 182,473 
その他 156,258 
販売費及び一般管理費合計 975,384 

営業利益 770,888 
営業外収益  
受取利息及び配当金 2,658 
受取ロイヤリティー 2,129 
受取技術料 2,881 
スクラップ売却益 15,301 
その他 4,337 
営業外収益合計 27,308 

営業外費用  
支払利息 5,285 
支払手数料 3,017 
その他 2,018 
営業外費用合計 10,321 

経常利益 787,875 
特別利益  
貸倒引当金戻入額 2,990 
特別利益合計 2,990 

特別損失  
固定資産除売却損 6,680 
特別損失合計 6,680 

税金等調整前四半期純利益 784,185 
法人税、住民税及び事業税 491,761 
法人税等調整額 △169,553 

法人税等合計 322,207 

四半期純利益 461,977 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純利益 1,897,474 
減価償却費 1,114,735 
のれん償却額 49,113 
賞与引当金の増減額（△は減少） 11,450 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △160,892 
受取利息及び受取配当金 △3,834 
支払利息 11,578 
固定資産除売却損益（△は益） 8,143 
売上債権の増減額（△は増加） △523,099 
たな卸資産の増減額（△は増加） 43,990 
仕入債務の増減額（△は減少） 101,877 
未払費用の増減額（△は減少） △75,759 
その他 △45,829 

小計 2,428,948 
利息及び配当金の受取額 3,831 
利息の支払額 △14,417 
法人税等の支払額 △525,225 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,893,135 
投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △682,700 
有形固定資産の売却による収入 1,000 
無形固定資産の取得による支出 △8,522 
投資有価証券の取得による支出 △7,789 
その他 14,371 

投資活動によるキャッシュ・フロー △683,641 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の純増減額（△は減少） △600,000 
長期借入金の返済による支出 △213,200 
配当金の支払額 △350,617 
自己株式の取得による支出 △166,954 
その他 △19,727 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,350,499 

現金及び現金同等物に係る換算差額 18 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △140,986 

現金及び現金同等物の期首残高 2,539,888 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,398,901 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

 
  

【簡便な会計処理】 
  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 
  
当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 
  

 
  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 
 リース取引に関する会計基準等の適用 

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企
業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成６年１月18日 
最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売
買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 
また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間
を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 
なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 
この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間において、リース資産が有形固定
資産の「その他」に478,073千円計上されておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に
与える影響は軽微であります。 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)

 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 
法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によ
っております。 
繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生
状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ
ンニングを利用する方法によっております。 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)

 有形固定資産の耐用年数の変更 
当社及び連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度税制改正を契機として、有形固定資産
の経済的耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間より機械装置の耐用年数を変更しております。 
これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ
244,752千円減少しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
11,291,082千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
10,306,592千円 

 ２ 偶発債務 
 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
等に対して次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
 東華隆(広州)表面改質技術有限公司 
                608,788千円 
    (うち463,238千円は、30,496千人民元) 

 ２ 偶発債務 
 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
等に対して次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
 東華隆(広州)表面改質技術有限公司 
                552,980千円 
    (うち400,150千円は、28,033千人民元) 

※３  当社においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を
締結しております。 
 当第２四半期連結会計期間末における貸出コミ
ットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり
であります。 

 

 貸出コミットメントの総額 3,000,000千円
 借入実行残高 ─ 千円
 差引額 3,000,000千円

※３  当社においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を
締結しております。 
 当連結会計年度末における貸出コミットメント
に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま
す。 

 

 貸出コミットメントの総額 3,000,000千円
 借入実行残高 700,000千円
 差引額 2,300,000千円

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

 現金及び預金勘定 2,398,901千円
 現金及び現金同等物 2,398,901千円

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 15,800,000 

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 300,668 
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３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
  

(リース取引関係) 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期
間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 
  

リース取引開始日が当連結会計年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリー

ス取引残高について前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載しておりませ

ん。 

  

(有価証券関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日) 
  

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比して著しい変動

が認められないため、記載しておりません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日) 
  

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 
  

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類 配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月24日 
定時株主総会 普通株式 350,765 22.5 平成20年３月31日 平成20年６月25日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日 
取締役会 普通株式 348,734 22.5 平成20年９月30日 平成20年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 
  

当社グループは、表面改質加工事業以外の事業には従事しておらず、単一セグメントのため、該当事

項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 
  

本邦以外の国又は地域に所在する連結会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 
  

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

第２四半期連結会計期間 

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 
１株当たり純資産額 1,148.36円

 
１株当たり純資産額 1,103.21円

項目 当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 17,798,771 17,198,612 

普通株式に係る純資産額(千円) 17,798,771 17,198,612 

普通株式の発行済株式数(株) 15,800,000 15,800,000 

普通株式の自己株式数(株) 300,668 210,422 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株) 15,499,332 15,589,578 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 72.89円

 

項目
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,131,656 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,131,656 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 15,526,541 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 29.81円

 

項目
当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 461,977 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 461,977 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 15,499,332 
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(重要な後発事象) 

 
  

  

  
第58期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当につきましては、平成20年10月31日開

催の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された

株主または登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 
  

 
  

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得 
 当社は、平成20年10月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される
同法第156条の規定に基づき、下記のとおり自己株式を取得することを決議いたしました。 
  

 

(1)理由 ：企業環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。 

(2)取得する株式の種類 ：当社普通株式 

(3)取得する株式の総数 ：300,000株（上限） 

(4)株式取得価額の総額 ：400,000千円（上限） 

(5)取得する期間 ：平成20年11月５日から平成20年12月30日まで 

(6)取得の方法 ：市場買付 

２【その他】

 ① 配当金の総額 348,734千円 

 ② １株当たりの金額 22円50銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月５日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２０年１１月１２日

ト ー カ ロ 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
トーカロ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間（平成２０年７月１日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４
月１日から平成２０年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半
期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す
る結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーカロ株式会社及び連結子会社の平成２
０年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期
間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ
せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
追記情報 
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年１０月３１日に自己株式取得の取締役会の決
議をしている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  青 山  裕 治 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  福 本  千 人 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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